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化学物質等排出量

１．実験系廃棄物の処分状況

　平成 25 年度の教職員、学生による実験系廃棄物

分別収集の種類別の実施日数は、有機系廃液を 91

日、無機系廃液を 51 日、有害固形廃棄物を 37 日、

写真系廃液を 10 日、不要薬品を４日、動物実験関

係の廃棄物を 100 日実施し、本学からの環境負荷

低減活動ばかりでなく、大学構成員の環境保全意識

向上の活動として、のべ 160 日間にわたり多くの

教職員、学生が実験廃棄物の分別収集に取り組みま

した。平成 25 年度の実験廃棄物の種類別の処分状

況を最近の状況と比較しながら下図に示しました。

とりわけ、平成 25 年度には、建物の耐震改修工事

に伴って発生が予測される薬品による事故、環境汚

染の防止のために不要薬品の調査を実施し、例年よ

り処分回数を増やして廃棄試薬処分を実施しまし

た。

２．PRTR 法及び茨城県条例への対応

　化学物質管理促進法（PRTR 法、平成 11 年７月

13 日法律第 86 号、平成 13 年４月１日施行）、同法

３．規制の遵守状況（排水の水質測定状況）

　筑波大学における水質関係の環境規制としては、

下水道法及びつくば市下水道条例、並びに水質汚濁

防止法によって、排出水（汚水、雨水）と地下への

浸透水についての水質が規制されています。排出水

の系統は、生活系排水、実験系洗浄排水、雨水の三

系統に分流されています。とりわけ、実験室流しか

らの実験系洗浄排水系統については、実験室で有害

物質の取扱いが行われて濃厚廃液、器具の二次洗浄

水までが廃液容器へ適切に分別貯留され、また水質

規制法令及び学内規則に則り適正に有害化学物質が

取り扱われているか、また、誤って有害物質が排出

されることのないように各実験棟のモニター槽、排

水処理施設における水質分析機器により水質監視を

行っています。

　また、つくば市下水道条例などの法令遵守のため

の排水分析、実験系洗浄排水再利用のため処理（中

水化処理）後の水質確認のために中水分析を常時実

施しています。平成 25 年度の排水と中水の水質測

定結果の概要を次ページに示します。

PRTR 法の届出化学物質 茨城県指定化学物質

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 25 年度

クロロ
ホルム

ジクロロ
メタン トルエン ヘキサン キシレン クロロ

ホルム
ジクロロ

メタン ヘキサン キシレン アセトニ
トリル ベンゼン ホルム

アルデヒド トルエン アンモニア ＤＭＦ アセトン 酢酸
エチル メタノール

大気への排出量 734 338 162 587 55 249 173 328 27 67 24 30 16 5.6 71 565 93 609

公共用水域への排出量 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当該事業におる
土壌への排出量 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当該事業場における
土壌への埋立処分量 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

下水道への移動量 0.2 0 0 0 0 0.2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃棄物への移動量 3,956 2,785 1,413 3,307 1,228 4,696 2,635 3,349 1,237 709 79 465 292 129 75 6,013 1,993 6,029

改正施行令（平成 20 年 11 月公布）及び茨城県生

活環境の保全等に関する条例 ( 平成 17 年３月 24 日

茨城県条例第９号 ) に基づき、PRTR 法の第一種指

定化学物質（462 物質）と茨城県知事の定める化学

物質であって、平成 25 年度の年間取扱量が 100kg

以上のものについて排出量・移動量を把握しまし

た。平成 25 年度において年間取扱量が 100kg 以上

となった化学物質は 13 物質でした。これら 13 物

質のうち、年間取扱量が１ｔ以上の PRTR 法の届出

指定化学物質となったものは、クロロホルム、ジク

ロロメタン、キシレン、ヘキサンの４物質になり、

昨年度まで届出物質であったトルエンが平成 25 年

度に届出対象外になりました。表に、年間取扱量の

多い主な化学物質の排出量・移動量を示しました。

　また、毎年度に届出した排出量・移動量の個別事

業所のデータは環境省の PRTR インフォメーション

広 場（http://www.env.go.jp/chemi/prtr/kaiji/） 及

び経済産業省の PRTR けんさくくん（http://www.

meti.go.jp/policy/chemical_management/law/

prtr/7_6.html）のホームページに掲載されています。

廃棄試薬処分の集荷作業

H24 H25H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
年　度

処　

分　

量
（
kg
／
年
）

写真系廃液無機系廃液
廃棄試薬有害固形物

有機系廃液
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動物実験廃棄物
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動物実験関係廃棄物の年変動

PRTR 法及び茨城県条例に基づく届出化学物質の排出量・移動量
（単位：kg）

実験系洗浄排水の中水化処理施設
（上：砂ろ過搭、下：中水圧送ポンプ）

排水の水質分析機器
（上：原子吸光光度計、下：ヘッドスペース・

ガスクロマトグラフ質量分析計）
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温室効果ガス排出量削減対策

１．排出削減計画と体制

　｢筑波大学における温室効果ガス排出抑制等実施

計画｣ では二酸化炭素排出量の削減目標として「平

成20年度から平成27年度まで二酸化炭素排出原単

位※１を毎年少なくとも平均２％削減する｣ ことと

しています。

　平成２５年度の二酸化炭素排出原単位は 84.0㎏ /㎡

となり、目標値の 72.8㎏ /㎡に対して約 15%の超過

となりました。これは病院（けやき棟）の本格稼働

と東日本大震災後の原子力発電所停止により電力会

社の温室効果ガス排出係数が悪化（13.1%増）した

ことが大きな要因と思われます。

　エネルギー管理体制は「エネルギーの使用の合理

化に関する法律」に対応するため、平成 ２２ 年度に

エネルギー管理統括者およびエネルギー管理企画推

進者を新たに設け、下図のような体制としています。
※１二酸化炭素排出原単位＝

二酸化炭素排出量÷建物延べ面積

２．温室効果ガス排出量

　平成 ２５ 年度の温室効果ガスの総排出量は、前年

度に比べて総量で 13.1%増加しました。これは二酸

化炭素排出原単位と同様に、東日本大震災後の原子

力発電所停止により電力会社の温室効果ガス排出係

数が悪化 (13.1%増 ) したことが大きな要因と思われ

ます。

３．削減の取組

（１）太陽光発電設備

　再生可能エネルギー導入を促進するために、平成

25 年度に本部棟他 14 棟に合計 460kW の太陽光発

電設備を設置しました。これにより年間約 276t の

温室効果ガス削減を図ることができます。

　また、夜間の大規模災害発生時に備えて、屋外避

難経路の要所に太陽光パネルと蓄電池を内蔵した、

外灯を設置しました。

（２）省エネ型照明器具更新

　（中地区）第１体育館、第３体育館（西地区）第

２体育館、（春日地区）第４体育館、（南地区）屋内

プール、球技体育館の水銀灯照明をＬＥＤ照明器具

年　度
項　目

H19
（2007）

H20
（2008）

H21
（2009）

H22
（2010）

H23
（2011）

H24
（2012）

H25
（2013）

H26
（2014）

H27
（2015）

二酸化炭素排出量
（ton-CO2/ 年） 70,800 69,400 68,200 68,200 68,400 67,200 68,400 67,000 65,600

排出量原単位
（kg-CO2/㎡・年） 82.2 80.6 79.0 77.4 75.8 74.3 72.8 71.4 69.9

H19 を 100 として
排出原単位を毎年度
2％削減目標（％）

100 98.0 96.0 94.1 92.2 90.4 88.6 86.8 85.1

建物延床面積
（m2） 861,000 861,000 864,000 882,000 898,000 905,000 939,000 939,000 939,000

年度別二酸化炭素排出原単位等の削減目標

平成 25年度の水質測定結果（最大値～最小値）

項　　　　　目 中地区洗浄排水
中地区処理水

（中水）
医学地区洗浄排水

医学地区処理水  
（中水）

透視度
温度
アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び
硝酸性窒素
水素イオン濃度（pH）
生物化学的酸素要求量（BOD）
化学的酸素要求量（COD）
浮遊物質量
ヘキサン抽出物質含有量
ヨウ素消費量
カドミウム及びその化合物
全シアン化合物
有機燐化合物
鉛及び化合物
六価クロム化合物
ヒ素及びその化合物
水銀及びアルキル水銀その他の水銀
化合物
アルキル水銀化合物
ポリ塩化ビフェニル
トリクロロエチレン
テトラクロロエチレン
ジクロロメタン
四塩化炭素
１，２－ジクロロエタン

＞ 50 ～ 10cm
25.0 ～ 11.8℃
14 ～ 0.8

7.9 ～ 7.6
40 ～ 3.0
20 ～ 1.6
24 ～不検出
1 ～不検出
8 ～不検出
0.001 ～不検出
0.01 ～不検出
不検出
0.01 ～不検出
不検出
不検出
不検出

不検出
不検出
不検出
不検出
0.004 ～不検出
0.001 ～不検出
0.001 ～不検出

＞ 50 cm
26.0 ～ 13.0℃
13 ～ 0.6

7.9 ～ 7.5
0.9 ～不検出
8.0 ～不検出
不検出
不検出
1.3 ～不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出

不検出
不検出
不検出
不検出
0.002 ～不検出
0.002 ～不検出
不検出

＞ 50 ～ 20cm
25.0 ～ 12.1℃
2.3 ～不検出

7.6 ～ 6.9
18 ～ 4.2
12 ～ 2.7
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出

不検出
不検出
0.001 ～不検出
不検出
0.001 ～不検出
0.001 ～不検出
0.001 ～不検出

＞ 50
24.0 ～ 11.1℃
2.0 ～ 0.6

7.7 ～ 6.8
4.5 ～不検出
11 ～不検出
0.7 ～不検出
不検出
11 ～不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出

不検出
不検出
0.001 ～不検出
不検出
0.002 ～不検出
0.001 ～不検出
不検出

１，１－ジクロロエチレン
シス－１，２－ジクロロエチレン
１，１，１－トリクロロエタン
１，１，２－トリクロロエタン
１．３－ジクロロプロペン
チウラム
シマジン
チオベンカルブ
ベンゼン
セレン及びその化合物
ホウ素及びその化合物
フッ素及びその化合物
１，４－ジオキサン
フェノール類
銅及びその化合物
亜鉛及びその化合物
鉄及びその化合物（全鉄）
マンガン及びその化合物
クロム及びその化合物
塩ビモノマー
トランス－１，２－ジクロロエチレン
クロロホルム
１，２－ジクロロプロペン
トルエン
m －キシレン，p －キシレン
o －キシレン

不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
0.002 ～不検出
不検出
不検出
0.2 ～ 0.1
不検出
0.005 ～不検出
不検出
0.1 ～不検出
1.3 ～ 0.3
0.4 ～ 0.1
不検出
不検出
不検出
0.021 ～不検出
0.002 ～不検出
0.002 ～不検出
0.003 ～不検出
0.002 ～不検出

不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
0.002 ～不検出
不検出
不検出
0.2 ～不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
0.1 ～不検出
0.2 ～不検出
不検出
不検出
不検出
0.007 ～ 0.001
不検出
0.003 ～不検出
0.003 ～不検出
0.003 ～不検出

不検出
不検出
不検出
不検出
0.002 ～不検出
不検出
不検出
不検出
0.002 ～不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
0.006 ～不検出
不検出
0.1 ～不検出
0.5 ～ 0.1
不検出
不検出
不検出
不検出
0.003 ～不検出
不検出
0.002 ～不検出
0.003 ～不検出
0.002 ～不検出

不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
0.002 ～不検出
不検出
0.2 ～不検出
0.1 ～不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
0.2 ～不検出
0.1 ～不検出
不検出
不検出
不検出
0.003 ～不検出
不検出
0.003 ～不検出
0.003 ～不検出
0.003 ～不検出

エネルギー管理統括者

財務・施設担当副学長 施設部施設マネジメント課長

エネルギー管理員（筑波地区のみ）

省エネ担当推進委員（エリアごとに配置）

学　長

エネルギー管理企画推進者

温室効果ガス削減対策委員会

年　度

（千トン-Co2） 温室効果ガス排出量

H25H24H23H22H21H20H19

79.3

70.1

56.6

63.6
66.668.0

70.8

50

55

60

65

70

75

80

中央機械室屋上太陽光パネル

筑波大学エネルギー管理体制図

（単位：mg/l）
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に更新しました。

　また、（中地区）人文社会系学系棟外４棟、（西地

区）医学系学系棟外１棟、（南地区）保健管理センター

の蛍光灯をＬＥＤ照明器具に更新しました。

　　　

（３）熱源設備基本計画に基づく対策

　筑波地区の冷暖房システムは、中央機械室から北・

中・南地区の各施設に高温水を利用した熱源供給に

よる大規模集中方式ですが、平成 14 年３月に本学

で策定したキャンパスリニューアル計画により、熱

源機器の設備更新は大規模集中方式からブロック別

集中方式及び個別方式へ転換し、すべて完了した時

点で中央の熱源機器（ボイラー）を廃止することに

しています。

　平成 25 年度は、（中地区）人文社会学系棟外４棟、

（西地区）医学系学系棟外１棟を中央熱源から分離

しました。

　なお、東日本大震災以降の電力需給逼迫の対応と

して、夏期の空調負荷による電力需要のピークカッ

トを図るために、講義室、研究室（教員室）等に

はガスを使用するガスヒートポンプ式空調機を導入

しています。また、建物自体も外壁及び屋上に断熱

材を、窓に複層ガラス（二重）を採用し、断熱性を

向上させて空調負荷低減を図り、電力需要のピーク

カットを図っています。

（４）夏季一斉休業

　平成 23 年度から連続５日間を休業する「夏季一

斉休業」の取組を開始しており、平成 25 年度も同

様に実施いたしました。以下に平成 24 年度及び平

成 25 年度の一斉休業による温室効果ガス削減効果

の算定値を掲載します。

・平成 24 年度：８月 13 日～ 17 日の５日間

　CO 2 削 減 量 ：192 ｔ

・平成 25 年度：８月 12 日～ 16 日の５日間

　CO 2 削 減 量 ：228 ｔ

（５）その他の取り組み

　学内及び学外に筑波大学における再生可能エネル

ギーの導入・活用を積極的に推進していることをア

ピールするために、（中地区）中央機械室外５棟に

太陽光発電設備のモニターを設置しました。

　リアルタイムで直流電力（kW）、交流電力（kW）

外気温（℃）、日射量（kW/㎡）等を表示しています。

光熱水量

１．電気・都市ガス・A 重油

　平成 25 年度の本学エネルギー消費構成は、電気

74.1％、都市ガス 24.2％、A 重油 1.3％、その他（ガ

ソリン、軽油等）0.4％となっています。

　平成 25 年度の電気使用量は前年度と比べて 2.9％

増加、都市ガス使用量は前年度と比べて 4.1％の増

加となりました。これは、外的要因（外気温）によ

る空調負荷の増加と考えられます。

　A 重油の使用量は前年度と比べて 27.5％の増加と

なりました。これは、都市ガス最大需要期（12 月

～３月）の使用量抑制契約に基づいて、医学地区ボ

イラーを重油により運転したためです。

２．市水・中水

　市水は主に上水道として飲料用に供給しています。

　平成 25 年度は前年度に比較して 7.4％減少しま

した。これは春日地区の漏水改修による使用量減が

大きく影響していると思われます。

　筑波地区では､ 実験室の３次洗浄水以降の排水を

実験系排水として中地区実験廃水処理施設に集めて

浄化し、便所の洗浄水や、冷暖房設備の補給水など

非飲料系中水として再利用しています。医学エリア

は井戸水を直接中水として使用しています。

　中水使用量はこの実験系排水の処理水と、医学エ

リアの井水浄化水を除く井水の使用量を合算して中

水使用量としています。

　一般の排水は雨水系統と汚水・雑排水系統の２系

統に分かれていて、汚水・雑排水系統は公共下水道

に排水しています。

　また、平成 25 年度に中央機械室及び春日地区に

井水浄化システムを導入しました。これにより災害

時において、市水の供給がストップしても、学内に

上水を供給することが可能となりました。
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※市水使用量は井水浄化システムの浄化水をふくむ。

第４体育館ＬＥＤ照明

人文社会系学系棟ガスヒートポンプ式空調室外機

理科系Ａ棟研究室複層ガラス（二重）窓

太陽光発電設備モニター
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環境負荷低減の取り組み
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廃棄物等排出量及び低減対策

１．廃棄物の発生抑制、低減対策等

　筑波大学では、紙の削減計画の一環として両面コ

ピーの推進や 2UP 印刷等を奨励し、教員・職員・

学生など全構成員の個々人のコスト意識の向上によ

り節減された経費を教育研究の充実に役立てるべく

努めています。

　本学のゴミの排出量は、つくば市に占める割合が

８％程度あり、ゴミ抑制方策、リサイクルの推進や

ゴミの分別収集など積極的に取り組むことが重要と

なっています。

　低減の取り組みとしては、平成 22 年度にエコス

テーションを設置することで、ペットボトル、缶、

ビン等の分別回収を推進し、リサイクル（売却）に

努めています。

　また、温室効果ガス削減対策の一環として、機密

書類等の焼却処理をやめ製紙工場での溶解処理を導

入しています。

　平成 23 年度からの３年間の一般廃棄物に関する

排出量と処分に要した経費は表１のとおりです。

２．産業廃棄物総排出量と処理経費

　平成 23 年度からの３年間の産業廃棄物に関する

排出量と処分に要した経費は表２のとおりです。

表１　年度別一般廃棄物処分量及び経費

表２　年度別産業廃棄物処分量及び経費

表３　平成 24、25 年度病院地区産業廃棄物・
　　　感染症廃棄物処分量及び経費

種　　類
処　　　　　分　　　　　量（kg） 対前年度増△減

（H25 － H24）（kg） 増△減の要因等
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

可 燃 物

大 学 構 内 875,450 689,210 625,790 △   63,420
学 生 宿 舎 0 0 0 0
病 院 地 区 791,410 861,040 876,810 15,770
東京キャンパス 184,417 204,008 231,848 27,840

計 1,851,277 1,754,258 1,734,448 △   19,810

不 燃 物

大 学 構 内 34,020 30,680 24,580 △     6,100
学 生 宿 舎 0 0 0 0
病 院 地 区 0 0 0 0
東京キャンパス 1,234 1,235 1,380 145

計 35,254 31,915 25,960 △     5,955

粗 大 ゴ ミ

大 学 構 内 7,660 1,070 900 △        170
病 院 地 区 0 0 0 0
東京キャンパス 50,920 106,010 34,500 △   71,510

計 58,580 107,080 35,400 △   71,680

ペットボトル
大 学 構 内 0 0 0 0
病 院 地 区 0 0 0 0

計 0 0 0 0

缶

大 学 構 内 680 0 0 0
病 院 地 区 0 0 0 0
東京キャンパス 135 109 100 △             9

計 815 109 100 △             9

ビ ン

大 学 構 内 2,860 0 19,040 19,040
病 院 地 区 0 0 2,360 2,360
東京キャンパス 127 109 92 △           17

計 2,987 109 21,492 21,383
合　　　　　　　　計 1,948,913 1,893,471 1,817,400 △   76,071
金　額（単位：千円） 58,927 50,467 30,724 △   19,744

種　　類
処　　　　　分　　　　　量（kg） 対前年度増△減

（H25 － H24）（kg） 増△減の要因等
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

廃プラスチック・金属類 440,016 537,078 654,123 117,045
木 く ず 8,614 10,789 14,920 4,131
廃 タ イ ヤ 0 0 0 0
コ ン ク リ ー ト く ず 27,670 0 0 0
岩 石 21,620 4,720 5,800 1,080
廃 自 転 車・ 廃 バ イ ク 0 0 0 0
廃 乾 電 池 0 2,000 2,240 240
廃 蛍 光 灯 3,520 4,410 4,492 82
ガラスくず・陶磁器くず 29 23,675 24,881 1,206
廃 油 ･ 廃 液 17,863 25,715 44,250 18,535
動 物 の 死 体 63,464 59,892 64,508 4,616
感 染 症 廃 棄 物 330,869 328,718 236,589 △ 92,130
廃 試 薬 3,280 0 10,751 10,751
汚 泥 28,273 24,373 18,622 △   5,751
が れ き 類 70 0 0 0
廃 酸 100 554 188 △      366
廃 ア ル カ リ 1,567 0 1 1
廃 石 綿 等 1,520 430 0 △      430
合 　 計 948,475 1,022,353 1,081,365 59,011
金　 額（ 単 位： 千 円 ） 68,265 67,652 77,898 10,246

　表３に附属病院における平成 24、25

年度の産業廃棄物と感染症廃棄物の処分

量を示します。 種　　類
処　分　量（kg） 経　　費（単位：千円）

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度
（ 産 業 廃 棄 物 ）

固 定 不 燃 物 76,380 209,460 4,937 15,060 
粗 大 ご み 136,360 33,460 4,937 1,093 

（感染性廃棄物）
固形・鋭利物 316,184 231,836 55,548 18,257 
液状・汚泥物 7,487 6,476 794 883 

※感染性廃棄物の一部は、院内処理施設にて乾熱処理し、産業廃棄物として処分
している。
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第三者からのご意見
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グリーン購入・調達の状況 第三者からのご意見

１．購入・調達の方針、目標、計画

（１）購入・調達の方針

　本学は、「国等による環境物品の調達の推進等に

関する法律」（グリーン購入法）を厳守し、可能な

限り環境への負荷の少ない物品の調達に努めるた

め、「環境物品等の調達の推進を図るための方針」

を策定し、公表しています。（環境省へ毎年報告）

（２）目標、計画

　特定調達品目については、その調達目標を 100％

と定め、環境負荷低減に努めています。また、特定

調達以外の調達に関してもエコマーク製品の調達や

OA 機器、家電製品など、より消費電力が少なく、

かつ、再生材料を多く活用しているものを選択する

など環境に配慮しています。

　さらに、公共工事の要素である資材・建設機械等

の使用に際し、コスト等に留意し、環境負荷に配慮

した公共工事を積極的に推進しています。

２．グリーン購入・調達の状況

　本学における「年度別調達品目調達状況」を表

に示します。調達達成率は、コピー用紙が 99％で、

その他は 100％です。

年度別特定調達品目達成状況

分　　　野
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

総調達量 単位 品目数 総調達量 単位 品目数 総調達量 単位 品目数

紙類 338,149 kg 7 341,311 kg 7 357,397 kg 7

文具類 603,279 件 82 639,451 件 80 724,983 件 80

オフィス家具等 5,826 台 10 6,082 台 10 6,846 台 10

OA 機器 4,743 台 11 8,952 台 11 5,692 台 11

関連用品 60,695 個 7 66,914 個 7 72,157 個 7

家電製品 302 台 5 305 台 5 386 台 5

エアーコンディショナー等 88 台 2 136 台 3 233 台 3

温水器等 92 台 3 3 台 2 2 台 2

照明 6,969 件 5 12,918 件 5 12,164 件 5

自動車等 11 台 2 27 台 1 20 台 1

関連用品 1 件 1 4 件 1 6 件 1

消火器 336 本 1 581 本 1 652 本 1

制服・作業服 3,515 着 3 11,553 着 3 4,467 着 3

インテリア・寝装寝具 　 　 　

カーテン等 256 枚 1 1,154 枚 2 418 枚 2

じゅうたん等 333 ㎡ 2 309 ㎡ 1 1,050 ㎡ 1

寝具類等 1,291 枚 4 4,507 枚 4 903 枚 4

作業手袋 43,485 組 1 76,151 組 1 87,208 組 1

その他の繊維製品 5,264 枚 6 5,634 枚 7 615 枚 7

役務 1,981 件 11 4,325 件 11 5,196 件 12

本報告書を読み、まず、筑波大学が環境に対する様々な取組を行っていることに驚きました。そして、果たし

てどれだけの人がこうした活動を知っているのか…と。

ご存知のように、インテルは、2011 年７月につくば市と筑波大学との三者による地域連携事業をスタートさ

せました。これまでにも、グローバル化した知識経済で活躍できる人材は、イノベーションを生み出すことので

きる人材であるとして、若い世代に対する教育改革の推進に積極的に取り組んでまいりました。環境に対する意

識づけも同様のことが言えるのではないでしょうか。

本報告書に示されている低炭素社会の実現に向けた研究成果、太陽光パネルの設置によるハード面での対策、

ごみのリサイクル活動などをアピールするとともに、筑波大学の知を活かしたプロジェクト型学習を進めること

によって、次の時代を担う若い世代への環境教育が実現されていくのではないでしょうか。

そのためには、インテルも共に協力してまいりたいと考えています。筑波大学の教育研究活動の益々の発展に

期待します。

インテル株式会社　ＣＳＲ統括部
部長　江頭　靖二

つくば市は、平成 25 年３月に「環境モデル都市」として選定され、その行動計画である「つくば環境スタイ

ル “SMILe”」を策定し、今年から５年間の事業がスタートしました。今後、市民、企業、大学・研究機関、行政

が一体となったオールつくばによる低炭素社会づくりに向けた活動がさらに加速されるものと考えています。

しかし、環境問題は一朝一夕に解決できるものではなく、筑波大学で行われているような先端的研究と、大学

生が取り組んでいるゴミの分別やリサイクルなどの地道な活動の２本立てで取り組んでいくことが大切であると

考えます。

本報告書は、お役所的な堅苦しい報告書とは一味違った、よい意味での軽さがあり、読みやすくなっています

ので、一人でも多くの人に読んでいただき、筑波大学の活動を知ってもらいたいと思います。今後とも、筑波大

学とつくば市との連携を強化し、ともに環境問題に取り組んでいきたいと考えています。最後に宣伝を。「気軽に、

自由に、無理せず」みんなで活動することを目的とした「つくば環境スタイルサポーター」を募集中です！

つくば市　環境生活部環境都市推進課
課長　髙野　正美

地球温暖化への対策や資源循環への取り組みは成果の見えにくい、息の長い活動になりますが、環境は筑波大

学の強みを日本から世界に打ち出していく重要な「ナレッジ」の分野であることを信じています。本報告書では、

藻類バイオマスを含むカーボンニュートラル対応エネルギーについての先進的な環境技術、社会システムの研究

や、自然を取り込んだキャンパスづくりによる生態系と共生するくらしの仕組みを研究開発の具体例が紹介され

ています。それとともに、市役所や企業、市民と連携して、環境モデル都市の中核機関の一つとしての研究や教

育を地域運営に発信していく「社会イノベーション」を実践していることも伺えます。

本報告書を読むと、環境に関する意欲的な活動が、研究から教育、大学運営及び学生の活動などで幅広く、高

い水準で行われていることがわかります。一方でこれらの個別の研究、教育、運営の活動が相互に連携して、地

域と一体となった環境成長の仕組みを作っていく、全体像がわかるような工夫をするとより分かりやすい報告書

になるとも思われます。生命科学分野と環境エネルギー研究の異分野融合など、自然と共生するキャンパス、地

域の勝峪の拠点など、筑波大学の強みを活かした教育研究活動により、環境社会に対する関心を高めて地域の活

性化につなげるような高質の取り組みに期待しています。

独立行政法人国立環境研究所　社会環境システム研究センター
センター長　藤田　壮
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ガイドラインとの対照表

環境報告書 2012 ガイドラインによる項目 筑波大学環境報告書 2014 における対象項目 項目ページ
環境報告の基本的事項
１．報告にあたっての基本的要件
（１）対象組織の範囲・対象期間 対象組織、報告期間、筑波大学概要 ５、41
（２）対象範囲の捕捉率と対象期間の差異 －
（３）報告方針 編集方針 41
（４）公表媒体の方針等 作成部署・お問い合わせ先 41
２．経営責任者の緒言 学長挨拶 ２
３．環境報告の概要
（１）環境配慮経営等の概要 筑波大学概要 ４、５
（２）ＫＰＩの時系列一覧 環境負荷低減の取り組み 30 ～ 38
（３）個別の環境課題に関する対応総括 環境負荷低減の取り組み 30 ～ 38
４．マテリアルバランス 環境負荷低減の取り組み 30 ～ 38
「環境マネジメント等の環境配慮経営に関する状況」を表す情報・指標
１．環境配慮の方針、ビジョン及び事業戦略等
（１）環境配慮の方針 筑波大学環境方針 ３
（２）重要な課題、ビジョン及び事業戦略等 筑波大学環境方針 ３
２．組織体制及びガバナンスの状況
（１）環境配慮経営の組織体制等 筑波大学環境方針 ３
（２）環境リスクマネジメント体制 －
（３）環境に関する規制等の遵守状況 環境負荷低減の取り組み 30 ～ 38
３．ステークホルダーへの対応の状況
（１）ステークホルダーへの対応 －
（２）環境に関する社会貢献活動等 地域連携・社会貢献活動 22 ～ 25
４．バリューチェーンにおける環境配慮等の取組状況
（１）バリューチェーンにおける環境配慮の取組方針、戦略等 －
（２）グリーン購入・調達 グリーン購入・調達の状況 38
（３）環境負荷低減に資する製品・サービス等 自転車登録制度のスタートにあたって 14、15
（４）環境関連の新技術・研究開発 カーボンニュートラル対応エネルギーシステムの開発 10 ～ 13
（５）環境に配慮した輸送 －
（６）環境に配慮した資源・不動産開発／投資等 －
（７）環境に配慮した廃棄物処理／リサイクル つくばエコシティ推進グループの取り組み 18 ～ 19

「事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取組に関する状況」を表す情報・指標
１．資源・エネルギーの投入状況
（１）総エネルギー投入量及びその低減対策 光熱水量 35
（２）総物質投入量及びその低減対策 －
（３）水資源投入量及びその低減対策 光熱水量 35
２．資源等の循環的利用の状況（事業エリア内） 光熱水量（市水・中水） 35
３．生産物・環境負荷の産出・排出等の状況
（１）総製品生産量又は総商品販売量等 －
（２）温室効果ガスの排出量及びその低減対策 温室効果額排出量削減対策 30、34
（３）総排水量及びその低減対策 光熱水量 35
（４）大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減対策
（５）化学物質の排出量、移動量及びその低減対策 化学物質等排出量 30 ～ 32
（６）廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 廃棄物等排出量及び低減対策 36 ～ 37
（７）有害物質等の漏出量及びその防止対策 化学物質等排出量 30 ～ 32
４．生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況 －
「環境配慮経営の経済・社会的側面に関する状況」を表す情報・指標
１．環境配慮経営の経済的側面に関する状況
（１）事業者における経済的側面の状況 －
（２）社会における経済的側面の状況 －
２．環境配慮経営の社会的側面に関する状況 安全衛生への取り組み 20 ～ 21
その他の記載事項等
１．後発事象等
（１）後発事象 －
（２）臨時的事象 －
２．環境情報の第三者審査等 第三者からのご意見 39




